
　

当
研
究
所
は
、
資
産
形
成
に
関
す
る

調
査
分
析
を
行
っ
て
い
る
。
今
回
は
、

運
営
管
理
機
関
連
絡
協
議
会
が
毎
年
11

月
に
公
表
し
て
い
る
「
確
定
拠
出
年
金

統
計
資
料
」（
２
０
２
５
年
３
月
末
基

準
）
の
デ
ー
タ
か
ら
、
加
入
者
の
意
識

の
変
化
な
ど
を
ひ
も
解
き
た
い
。

　

本
資
料
に
は
、
企
業
型
確
定
拠
出
年

金
（
企
業
型
Ｄ
Ｃ
）
と
個
人
型
確
定
拠

出
年
金
（
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
）
の
加
入
状
況

や
資
産
・
掛
金
額
、
運
用
商
品
の
選
択

状
況
な
ど
が
集
計
さ
れ
て
い
る
。
ま
ず

加
入
状
況
を
見
る
と
、
企
業
型
Ｄ
Ｃ
の

事
業
所
数
は
５
万
８
３
２
６
カ
所
と
な

り
、
前
年
か
ら
６
２
９
３
カ
所
増
加
し

た
（
12
・
１
％
増
）。
一
方
で
、
企
業

型
Ｄ
Ｃ
の
マ
ッ
チ
ン
グ
拠
出
が
で
き
る

事
業
所
数
は
１
万
１
７
７
８
カ
所
で
、

全
体
の
２
割
程
度
に
と
ど
ま
る
。

　

加
入
者
数
に
つ
い
て
は
、
企
業
型
Ｄ

Ｃ
が
９
０
５
万
人
（
う
ち
掛
金
拠
出
の

な
い
運
用
指
図
者
数
42
万
人
）、
ｉ
Ｄ

ｅ
Ｃ
ｏ
が
４
６
５
万
人
（
同
１
０
２
万

人
）
で
あ
る
。
両
者
の
加
入
者
数
と
運

用
指
図
者
数
を
合
わ
せ
る
と
１
３
６
９

万
人
（
重
複
あ
り
）
と
な
り
、
前
年
か

ら
81
万
人
増
加
し
た
（
６
・
３
％
増
）。

資
産
額
は
、
企
業
型
Ｄ
Ｃ
と
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ

ｏ
を
合
計
し
て
31
兆
円
に
達
し
た
。

　

最
近
の
傾
向
と
し
て
特
筆
す
べ
き
は
、

運
用
商
品
の
選
択
状
況
だ
。
確
定
拠
出

年
金
に
お
け
る
「
投
資
信
託
・
金
銭
信

託
等
」
の
選
択
割
合
は
近
年
、
最
高
値

を
更
新
し
続
け
て
い
る
（
図
表
）。
な

か
で
も
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
は
顕
著
で
あ
り
、

コ
ロ
ナ
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
株
価
下
落

局
面
や
円
高
局
面
に
お
い
て
、
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
（
少
額
投
資
非
課
税
制
度
）
と

歩
調
を
合
わ
せ
る
よ
う
に
、
預
貯
金

等
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
待
機
資
金
が

投
資
信
託
に
流
入
し
た
模
様
だ
。

　

ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
は
17
年
に
対
象
者
の

拡
大
が
行
わ
れ
た
こ
と
で
口
座
開
設

が
進
ん
だ
が
、
当
初
は
所
得
控
除
と

い
う
メ
リ
ッ
ト
が
注
目
さ
れ
、
口
座

を
開
設
し
て
も
投
資
信
託
を
選
択
し

な
い
加
入
者
が
多
数
い
た
。

　

し
か
し
、
25
年
３
月
末
の
投
資
対

象
を
見
る
と
、
外
国
株
式
型
投
資
信

託
が
39
・
４
％
を
占
め
る
ま
で
広
が

り
を
見
せ
て
い
る
。
外
国
株
式
型
投

資
信
託
の
基
準
価
額
が
値
上
が
り
し
て

い
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
足
元
の
投
資
信

託
や
金
銭
信
託
等
の
選
択
割
合
は
今
後
、

さ
ら
に
増
え
る
と
推
測
さ
れ
る
。

25
年
６
月
に
年
金
法
が
改
正
さ
れ
、

確
定
拠
出
年
金
制
度
は
今
後
、
大
き
な

変
革
期
に
突
入
す
る
。
特
に
注
目
さ
れ

る
の
は
、
26
年
４
月
に
企
業
型
Ｄ
Ｃ
の

マ
ッ
チ
ン
グ
拠
出
が
事
業
主
掛
金
を
超

え
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
す
る
要
件
を

撤
廃
す
る
こ
と
だ
。

　

さ
ら
に
、
27
年
１
月
に
毎
月
の
Ｄ
Ｃ

拠
出
限
度
額
が
７
０
０
０
円
上
乗
せ
さ

れ
る
ほ
か
、
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
も
会
社
員
等

の
国
民
年
金
第
２
号
被
保
険
者
の
掛
金

上
限
額
（
月
２
万
円
ま
た
は
月
２
万
３

０
０
０
円
）
が
撤
廃
さ
れ
る
。
こ
れ
に

よ
り
、
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
は
企
業
型
Ｄ
Ｃ
の

事
業
主
掛
金
額
と
、
確
定
給
付
企
業
年

金
等
の
他
制
度
掛
金
相
当
額
を
合
わ
せ

て
月
６
万
２
０
０
０
円
ま
で
拠
出
で
き

る
よ
う
に
な
る
。

　

制
度
が
拡
充
し
て
い
る
確
定
拠
出
年

金
制
度
。
今
後
、
老
後
の
生
活
資
金
準

備
の
た
め
に
、
い
っ
そ
う
注
目
を
集
め

る
だ
ろ
う
。

確
定
拠
出
年
金
で
、
投
資
信
託
と

金
銭
信
託
等
の
割
合
が
過
去
最
高
に

（
運
営
管
理
機
関
連
絡
協
議
会
「
確
定
拠
出
年
金
統
計
資
料
」）

ア
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〔図表〕 確定拠出年金における
「投資信託・金銭信託等」の選択割合の推移

（出所） 　運営管理機関連絡協議会「確定拠出年金統計資料」からア
セットマネジメントＯｎｅ作成。
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